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1. 研究の背景と目的

我が国は震災によって様々な被害を経験したが、老朽木

造建物の密集、不十分な都市基盤整備により避難や消火活

動、延焼危険性を持つ市街地が数多く存在する。この課題

に対して、住民と行政・専門家などが協働で防災対策を検

討する「防災まちづくり」が求められている。この防災ま

ちづくり推進のためには、防災まちづくりの「計画」が必

要となる。しかし、この計画策定に必要となる専門的知識

を持たない住民にとって具体的な計画づくりは難しいと

考えられる。

防災まちづくりの推進にあたっては、様々な課題に取り

組まなければならないが、一般的に老朽木造建物が密集す

る市街地での「防災まちづくり」では、火災による延焼の

危険性が主たるテーマになると考えられる。特に大規模地

震を想定した場合、同時多発的に火災・延焼が発生し公設

消防だけでは対応が困難となるため、住民の消火活動の重

要性は高いと考えられる。

以上を踏まえ、現状市街地で火災が発生した場合と、防

災上ハード・ソフトの対策を施した場合の延焼と住民らに

よる消火活動についてのシミュレーション結果を定量的

かつ視覚的に情報提供可能となれば、防災まちづくりのた

めの意識啓発や防災まちづくりの計画策定に有用なツー

ルとなり得るのではないだろうかと考えられる。

より効果的な意識啓発や有効な情報提供を目指すので

あれば、現実の現象をより忠実に、そしてヴィジュアルで

ダイナミックに再現可能なモデル開発が望ましい。このよ

うなモデル開発の手法の一つとして、社会現象の分析や理

解にとって有望で、欧米の社会科学の学会などでも注目さ

れているマルチエージェントシミュレータ(以下、MAS)

の活用が考えられる。

以上の背景を踏まえ、本研究では MAS を用いて地震時

火災に対する住民による消火活動のモデル開発を試みる。

2. MAS を用いた住民による消火活動モデル開発

2-1. モデル開発の基本的考え方

既往研究 1）を基に住民らによる消火活動を図 1 のよう

に設定した。この内、図中点線で示される初期消火の部分

が住民による消火活動の中で重要性が高いと考え、この部

分についてモデル化した。MAS は、自律的な行動主体で

ある「エージェント」と、エージェントに影響を及ぼす対

象である「環境」が相互に影響し合うシステムである。本

研究では、歩行速度、消火器具保持、目的地を属性として

持つ「住民」と、着火・燃焼・鎮火の延焼状態を属性とし

て持つ「火」のエージェントそして、①建物、②道路、③

空地、④消火器、⑤防災倉庫、⑥防火水槽、⑦避難所から

構成される市街地空間を環境としてモデル化した。

2-2. モデル開発

開発したモデルの空間は、セルと呼ばれる最小空間単位

の格子状の配列で構成されている。セル寸法は既往研究 2）

を参考に 1m とし、モデル中で用いる時間は 1 秒を最小単

位とした。本モデルは延焼モデルと消火活動モデルで構成

される。下記では、この 2 つについて説明する。

(1)延焼モデル

延焼モデルは、既往研究成果のセルラーオートマタ

（CA）を用いた延焼シミュレーションモデル,2) を参考に

した。このモデルの概要を下記に示す。

モデルの近傍型は図 2 に、またセルの状態変化は表 3

示すように定義した。セル ij の状態[1]から[2]への変化の

判定では、延焼判定指標 Fij が用いられている。
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ここで、Sij は構造別パラメータ、Pij はセル ij 内にお

ける木造建物と防火木造建物の面積比率である。Wij は、

風向と風速で決まるパラメータである。p(tckl)は、燃焼中

セル kl が持つ延焼加害能力を示すパラメータである。

(2)住民による消火活動モデル

火災が発生すると、感知時間 Tp[sec]経過後、住民は消

火活動参加割合 Pa[%]に応じて、消火活動に参加するか、

避難所へ移動する。基本的に建物を避けつつ、目的地の方

向を向き、距離が最少となるように、道路や空地を移動す

る。

消火活動に参加する住民は、街頭消火器（以下、消火器）

もしくは可搬式消防動力ポンプ(以下、消防ポンプ)のそれ

ぞれの消火器具を扱えるか否かの属性を持っており、この

属性に従って最寄りの消火器具の設置場所まで移動する。

そして、消火器具の取得後住民は最寄りの火点へ道路閉塞

状況や消火器具の保持状況に応じた歩行速度 Sr[m/sec]で

移動し、消火活動を行う。

消火器の場合、消火器の単位火面長 Ae[セル]を消火する

ために必要な時間 Te[sec]経過後、消防ポンプの場合、消

防ポンプの単位火面長 Afp[セル]を消火するために必要な

放水時間 Tfp[sec]経過後、着火もしくは燃焼状態のセルは、

Ae もしくは Afp のセル数だけ住民の消火活動による鎮火

セルに変化する。ただし、消防ポンプについては、放水量

Va [m3/min]で防火水槽の容量 Vt[m3]を使い切るまで放水

を続ける(表 4)。
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6m/sec図 2. モデルの近傍型
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表 3. セル mn の状態の変化
状態[0] 燃えない=燃えない又は燃えるものがない
状態[1] 燃えていないセル=火がつく可能性がある
状態[2] 着火=火がついたばかりで延焼に至らない
状態[3] 燃焼中=延焼する能力を有する
状態[4] 延焼最盛期終了=延焼する能力を持たない
状態[5] 消火活動によって鎮火=延焼する能力を持たない

図 1. 消火活動全体の概略フロー
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延焼モデルと消火活動モデルのフロー図を図 5 に示す。

3. モデルの適用

愛知県豊橋市飽海地区の東西・南北共に約 100m エリア

に対して、図 7 に示す 11 のケースを設定し、開発したモ

デルを試験的に適用した。本モデルには確率的計算プロセ

スを含んでいるため、各ケースは風速 0m/sec、出火点は 2

ヶ所で、50 回ずつ試行し、消火成功確率と焼失セル数(着

火、燃焼中、鎮火セル数の合計)、住民の消火活動による

鎮火セル数の平均値を求めた。消火成功確率とは、火災・

延焼を完全に消火出来たか、否かを表す指標であり、着

火・燃焼中セルが 0 の場合は消火成功として 1、1 つでも

あれば失敗として 0 で表される。シミュレーション時間は

火災発生後の初期消火の限界時間である 10 分間とした。

シミュレーションの結果の一例を図 6 に示す。

図 7 より焼失セル数がさほど変わらない h-4 と c-2 を比

較すると、ハード面での 3 種類の対策を施している h-4 の

消火成功確率が 25%程度なのに対して、ハード・ソフト

各 1 種類だけの対策である c-2 のそれは約 38%である。ま

た、c-1 と c-2 を比較すると、消火成功確率は c-1 の方が

高いが、焼失セル数はほぼ変わらない。h-4 は 3 種類、c-1

は 6 種類もの対策を施している一方、c-2 のそれは 2 種類

であることを考慮すれば、費用や労力、実行可能性の視点

から考えると c-2 の対策による効果の高さが窺われる。以

上を踏まえると、ハード整備への偏重はあまり意味がなく、

むやみに数多く対策を施してもさほど効果が期待できな

い。これはソフト対策とハード整備を吟味して実施するこ

との重要性が示唆されているものと考えられる。

４. まとめ

本研究は MASを用いて住民の消火活動を定量的かつヴ

ィジュアルに情報提供可能なモデルを開発した。開発した

モデルを様々なケースに適用した結果、ハード・ソフトの

対策の種別、またそれらの数にかかわらず的確な対策を実

施すれば、高い効果が得られることが示唆された。

今後の課題としては、延焼防止活動もモデル化し住民の

消火活動の全体を再現するなど、改良する必要があると考

えられる。
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表 4. 消火活動モデルのパラメータと設定値
パラメータ 設定値
感知時間 Tp[sec]

1） 防災訓練あり:180
防災訓練なし:300

消火活動参加割合 Pa [%]
3） 防災訓練あり:50

防災訓練なし：34
歩行速度 Sr[m/sec]

4） 通常時：1.5
建物倒壊、建物内：0.75
消防ポンプ保持：0.5

消火器の単位火面 Ae[セル] 1） 1
消火器の単位火面 Ae を消火するため
に必要な消火時間 Te[sec]

1）
15

消防ポンプの単位火面 Afp [セル] 5） 10
消防ポンプの単位火面 Afp を消火する
ために必要な放水時間 Tfp[sec]

5）
85

防火水槽の容量 Vt [m
3] 6） 40

消防ポンプの放水量 Va [m
3/min] 7） 0.35

※Tp、Pa、Sr、Ae、Te、Afp、Tfp、Vt 、Vaの設定値はモデルを適用する市街地の

出火(START)

Aeもしくは Afpのセル数だ
け状態[5]に変化

住民は避難所へ移動

ｔ ≦ Tp

Paの確認

Paを基に消
火活動参加

取り扱い可能な消火器具の確
認し、最寄りの消火器具へ移
動→消火器具取得後最寄り
火点へ移動→消火活動開始

tff ≦ Te or Tfp

Aed ≧ Ae or Afp

状態[3]のセルを 1 つ選択

状態[3]の近傍の状態[1]
セルを 1 つ選択

Fij > ran

tcij > t1

状態[2]→状態[3]

tcij > t2

状態[3]→状態[4]

状態[1]→状態[2]

t > end time

t と tcijを 1 増加END

状態[3]を
全て選択

t : シミュレーションの時間[sec]、tc : セル ij の着火後経過時間[sec]、t1 :セル
ijが着火から延焼能力を有する状態に変化するまでの時間[sec]、t2 :セル ijが
着火から延焼能力を失う状態に変化するまでの時間[sec]、end time : シミュ
レーション終了時間[sec]、Fij : 延焼判定指標、ran : F の最大値から最小値
までをとる乱数、tff:各セルの消火開始後経過時間[sec]、Aed [セル]消火済み
セル数

図 5. シミュレーションフロー
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ケース 分類 対策内容
a-1 なし 現状市街地
s-1 ソフト 住民は消防ポンプが使用可能
s-2 ソフト 火災感知時間を 6 分から 3 分に短縮
s-3 ソフト 消火活動参加割合を 34％から 50％に増加
s-4 ソフト s-1～s-3 すべてを実施した場合
h-1 ハード 老朽木造建築物を耐震化し、道路閉塞を防ぐ
h-2 ハード 消火器の設置数を 4 本から 8 本に増設
h-3 ハード 防災倉庫、防火水槽をそれぞれ２つに増設
h-4 ハード h-1～h-3 すべてを実施した場合
c-1 ハード・ソフト ケース s-1～ケース h-4 すべてを実施
c-2 ハード・ソフト ソフト、ハードそれぞれ最も効果があった施策１つずつ実施

図 7.シミュレーションケースとその結果(消火成功確率、焼失セル数、住民の消火活動による鎮火セル数)

消火成功確率[%]

0 1 0 2 0 3 0 4 0 5 0 6 0

0 1 0 2 0 3 0 4 0
セル数

□：焼失セル数
■：住民の消火活動によ
る鎮火セル
：消火成功確率

凡例 ▲:住民 ×:出火点 ●:消火器 ■:防災倉庫 ×:防火水槽 ■:建物 ■:道路 ■:建物倒壊により閉塞している道路 □:空地 ■着火状態 ■:燃焼中 ■:住民の消火活動による鎮火状態

図 6.開発モデルによって得られた 1 つのシミュレーション結果

住民の状態定義

住民に付属している数字は住

民の状態を表す。

0 何も保持していない

1 消火器を保持

2 消防ポンプを保持

3 防火水槽で消防ポン

プを設置


